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NAVIGATION & SOLUTION

C O N T E N T S
Ⅰ　浮体式洋上風力事業の有望性と収益性強化
Ⅱ　年間発電電力量の最大化に向けたデジタル技術活用
Ⅲ　初期投資の最小化に向けたデジタル技術活用
Ⅳ　運用維持費の最小化に向けたデジタル技術活用
Ⅴ　日本企業による浮体式洋上風力事業への挑戦

1	 日本は2050年までのカーボンニュートラル実現を目指している。2025年、政府
は電源構成に占める再生可能エネルギーの割合を最大 5割とする目標を掲げ、法
律改正により洋上風力の対象海域を排他的経済水域（EEZ）まで拡大した。
EEZでは浮体式洋上風力発電が中核を担うが、収益性強化が課題となっている。

2	 海外では、収益性強化のためにデジタル技術を活用し、発電損失を抑制して年間
発電電力量の最大化を図るとともに、初期投資や運用維持費を最小化する取り組
みを行っている。

3	 日本企業は、国内外で限定的であっても洋上風力事業に参入し、経験や技術を蓄
積することが中長期的な競争力確保に重要である。特にデジタル技術を活用した
収益性強化が成功のカギを握る。

佐野則子
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デジタル技術による収益性強化
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Ⅰ	浮体式洋上風力事業の
	 有望性と収益性強化

1	 浮体式洋上風力のポテンシャル
（1）	 洋上風力事業の有望性

2020年10月、日本政府は2050年までにカー
ボンニュートラルの実現を目指すことを宣言
した。2025年 2 月に閣議決定された政府の最
新のエネルギー政策方針「第 7 次エネルギ
ー基本計画」では、2040年度の電源構成に占
める再生可能エネルギー（再エネ）の割合を
4 ～ 5 割程度とする方針を示している。洋上
風力については、計画中・建設中・運転中の
案件を合わせた累計で、2030年までに設備容
量（発電設備の最大出力）10GW、2040年ま
でに30G～45GWの実 現を目指している。
45GWとは、容量ベースで見れば原子力発電
所約45基（ 1 基＝ 1 GW換算）に相当し、発
電量ベースで見れば一般家庭の約4000万世帯
の電力消費量に匹敵する注1。

さらに同年 6 月には、通称「再エネ海域利
用法」の改称・改正が成立し注2、洋上風力
事業の対象海域が「領海および内水」から排
他的経済水域（EEZ）まで拡大された。これ
らの動向に見られるように、洋上風力事業の
導入拡大に向け、法制度・政策両面での整備

が加速している。
エネルギー基本計画において高い導入目標

を掲げた背景には、洋上風力が事業規模の大
きさと関連産業の裾野の広さを備え、雇用創出
や経済波及効果に寄与するとの期待がある注3。
洋上は陸上よりも風況が安定し、昼夜を問わ
ず風が吹く。洋上風力は土地の制約を受け
ず、日照時間や季節変動の影響を受ける太陽
光発電に比べて年間を通じて安定した発電が
可能である。さらに、日本は領海とEEZを合
わせた面積が世界第 6 位と広大であり、洋上
風力事業の適地拡大という点で一定の地理的
優位性を持つと考えられる。企業による浮体
式洋上風力事業の成功は、再エネ拡大にとど
まらず、化石燃料依存からの転換を進める日
本のGX（Green Transformation）産業の成
長を支える柱となる。

（2）	 浮体式洋上風力への期待
洋上風力には「着床式」と「浮体式」の 2

つの方式がある（図 1 ）。着床式は、風力発
電設備の基礎構造を海底に直接固定し、おお
むね水深50m程度までの海域に適している。
一方、浮体式は、基礎構造が海面に浮かぶ浮
体（フローター）で構成され、浮体をロープ
やチェーンなどの係留索とアンカーによって

図1　着床式と浮体式

●着床式の基礎は海底に固定されるが、浮体式の基礎は海に浮かぶ
●代表的な浮体式基礎の形式には、バージ型、TLP型、セミサブ型、スパー型などがある 

着床式（水深50m以下） 浮体式（水深50m以上でも可能）

重力型 モノパイル型 ジャケット型 バージ型 TLP型 セミサブ型 スパー型

30m 50m
100m

出所）以下よりイラストを抜粋して水深を追記のうえ作成
国土交通省「洋上風力発電を取り巻く近年の動き」 （閲覧日2025/ 8  / 1）
https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001852683.pdf
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る。主要市場としてはノルウェー、英国、中
国、フランス、ポルトガルが挙げられてい
る。これらの成長市場における先行企業の取
り組みは、今後、日本企業にとって有益な示
唆となるであろう。

2	 浮体式洋上風力の
	 ビジネスモデルと収益性

日本の洋上風力は収益性が脆弱で、産業基
盤が成熟していない、環境・規制対応の負担
が大きいといった課題を抱えているが、最大
のボトルネックが収益性である。

洋上風力のビジネスモデルは、大規模なイ
ンフラ投資を前提に、20～30年にわたる売電
収入によって回収する長期的な回収型モデル
が基本である。収益の柱は、固定価格による
買取制度、電力市場での販売、企業との長期
売電契約（PPA：Power Purchase Agree-
ment）など、電力販売に基づくものである。
近年では、再エネ価値の証券化やクリーン電
力を活用した水素製造など、収益源の多様化
も進んでいるが、事業の中核を成すのは依然
として電力販売である。

電力販売の収益性は、主に売電価格と年間
発電電力量（AEP：Annual Energy Produc-
tion）によって売上高が決まり、そこからコ
ストを差し引くことで決定される。コストは
主に 2 つに大別され、設備導入や建設にかか
る初期投資（CAPEX：資本的支出）と、運
転・保守にかかる継続的な費用（OPEX：運
転維持費）である。したがって、収益性強化
のためには、まず売上高に直結する年間発電
電力量（AEP）の最大化（維持・拡大）と、
コストであるCAPEXおよびOPEXの最小化
を実現することが不可欠である。

海底に固定する。水深50m以上の海域でも設
置できるため、深い海域が多い日本のEEZで
は浮体式が有力な選択肢となる。

浮体式には、バージ型、TLP型、セミサブ
型、スパー型などの形式があり、海域条件や
事業者の技術的・産業的な強みに応じて選択
される。たとえば、セミサブ型は石油・ガス
分野の洋上プラットフォームで長年活用され
てきた浮体構造で、荒天時にも耐波性が高
い。実際に、2023年にポルトガル沖で最大風
速約139km/hの暴風に耐えた運転実績が報
告されている注4。

（3）	 浮体式洋上風力の成長地域と主要市場
GWEC（Global Wind Energy Council：世

界風力会議）は、80カ国以上、1500を超える
企業・団体が加盟する洋上風力の国際的な業
界団体である。同団体が発行した「Global 
Offshore Wind Report 2025」注5によれば、浮
体式洋上風力は2020年代初頭に商業化前段階
へと移行し、2031年以降には設備容量 1 GW

（1000MW）を超える新設が複数見込まれて
いる。

商業化前段階とは、実証を経て事業の成立
可能性が現実的に見え始める段階を指す。
1 GW超は商業化前段階から商業化段階への
移行を示す目安とされる。2025年10月時点
で、商業運転中の浮体式洋上風力発電所の中
で世界最大規模を誇る「Hywind Tampen」
でも設備容量は約100MW弱にとどまってい
る。2030年代には、より大容量化が進むこと
が見込まれている。

地域別の展望では、2034年までに欧州が世
界全体の57％を占め、アジア太平洋地域が42
％、北米は 1 ％にとどまると予測されてい
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た後、協議会による関係者調整（地域合意）
を経て、最終的に「発電設備の設置許可」を
得た企業が、建設、運用・保守へと進む注6。

設計から建設、運用に至る過程では、多様
なプレーヤーが関与し、収益性に影響を及ぼ
す（図 2 ）。

（1）	 年間発電電力量の最大化にかかわる
	 プレーヤー

AEPの最大化に向けては、設計から運用

本稿では、浮体式洋上風力の収益性強化の
ために、デジタル技術がどのように活用され
ているかを、先行国の取り組み事例を基に考
察する。次節では、収益性にかかわる多様な
プレーヤーの役割を整理する。

3	 収益性にかかわる多様なプレーヤー
日本のEEZにおける洋上風力発電の事業フ

ローは、政府が募集区域を指定し、企業がそ
の区域に応募して「仮の地位」（仮許可）を得

図2　日本のEEZにおける浮体式洋上風力の事業フロー
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※デベロッパー：総合商社、エネルギー企業（石油・ガス・電力会社など）、再エネ専業事業者など
※地域関係者：漁業関係者、自治体、港湾関係者、地域企業・団体など
※資金調達関係者：金融機関、出資者、保険・保証機関など
※EPCI（Engineering、 Procurement、 Construction、Installation）事業者：設計・調達・建設・据付を一括で請け負う事業者
※主要機器メーカー：風力タービン、浮体、ケーブルなどを提供する企業
〈建設〉鉄鋼メーカー（鋼材供給）、造船・重工メーカー（浮体・建設機械など）、重電メーカー（発電・送電機器など）、ケーブルメー
カーなど
〈運用・保守〉：制御・モニタリング・保守関連機器を提供する企業。鉄鋼・素材メーカー（補修部材供給）、重電（電力・制御機器
の保守・更新）、ロボティクス企業など
※施工インフラ事業者：洋上風力の建設・保守に必要なインフラを提供する企業。造船・海運・建設・海洋施工事業者（浮体輸送・設置・
補修など）など
※構造設計・解析事業者：浮体・係留・支持構造などの設計・解析を担う企業。設計段階では構造最適化などを、運用段階では構造健
全性監視、動揺解析などを行う企業
出所）公開情報より作成
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型化が収益性を低下させる要因になってい
る。以下、この代表的な 3 つの課題を整理す
る。

（1）	 発電損失を招く「ウェイク」
AEPの最大化を進めるうえで課題となる

のが「ウェイク」である。浮体式洋上風力発
電所（ウィンドファーム）では、複数の風力
タービンが存在する（図 3 ）。ある風力ター
ビンが風を受けて発電すると、風下側の風力
タービンにおいて風速低下や乱流が起きる領
域（ウェイク）が生じる。ウェイクに位置す
る風下側では発電量が減少し、結果として全
体の発電量も低下する。洋上は大気が安定し
ているため、乱流が長く残りやすく、陸上よ
り発電損失が大きくなる傾向がある。

ウェイクによる発電損失をいかに抑えるか
という課題に対しては、設計段階でウェイク
を考慮した風力タービンの配置計画を立て、
運用段階では複数の風力タービンの出力や向
きを統合的に最適化することが有効である。

（2）	 コストを増加させる
	 「風力タービン大型化」

発電効率を高め、AEPを最大化するため
に風力タービンの大型化が進んでいる。一
方、大型化は製造・輸送・設置コストを押し
上げる要因にもなっている。長大なブレード

（回転翼）や重量物の輸送・設置・保守には
大型専用船が必要となるが、日本ではそのよ
うな船舶が接岸できる港湾は限られ、船舶調
達コストや天候による待機コストも発生す
る。さらに、海上での組立作業は複雑化し、
人件費の上昇も相まって、建設および運用保
守の双方で時間とコストの増大を招いてい

段階にかけて自らリスクを負って事業を立ち
上げるデベロッパーを中心に主要機器メーカ
ー、IT企業、構造設計・解析事業者などが
協働し、発電損失の防止や発電効率の向上な
どに取り組む。

（2）初期投資の最小化にかかわるプレーヤー
CAPEXの最小化に向けては、設計・建設

段階でデベロッパーを中心に、設計・調達・
建設・据付を一括で請け負うEPCI（Engi-
neering、Procurement、Construction、In-
stallation）事業者、構造設計・解析事業者、
主要機器メーカー、施工インフラ事業者など
と連携し、設計や資材調達の最適化、建設工
程の効率化などに取り組む。

（3）	 運転維持費の最小化にかかわる
	 プレーヤー

OPEXの最小化に向けては、運用段階でデ
ベロッパーと発電事業者を中心に、構造設
計・解析事業者、主要機器メーカー、O&M

（運用・保守）事業者、IT・ロボティクス企
業などが協働し、構造物のモニタリングや予
知保全を通じて保守効率化と計画外停止の防
止を図る。

これらの事業者は、AEP最大化やCAPEX
およびOPEXの最小化といった収益性を低下
させる要因への対応を進める中で、次節で詳
述する課題に直面している。

4	 収益性低下を招く
	 浮体式洋上風力の課題

浮体式洋上風力は深海域で導入余地が大き
い一方、ウェイク、動揺、風力タービンの大
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体上に複数設置する方式を採用すれば、製
造・輸送を地理的に分散して利用可能な港湾
の選択肢を拡大するとともに、海上作業の簡
素化も期待できる。その結果、CAPEXおよ
びOPEXの最小化が可能となる。

（3）	 発電損失や計画外停止を
	 引き起こす「動揺」

AEPの最大化およびOPEXの最小化を進め
るうえで課題となるのが、浮体式風力タービ
ン特有の「動揺」である。浮体式の風力ター
ビンは海面に浮かぶため、波・風・潮流の影
響で多方向に揺れる。動揺は、発電損失の原
因になるとともに、浮体やタワーの疲労、係

る。このため、CAPEXおよびOPEXの最小
化を図るには、発電効率向上とのトレードオ
フをいかに最適化するかが重要な経営課題と
なる。

風力タービンの大型化に伴うコスト増加を
いかに抑えるかという課題に対しては、建
設・運用計画を最適化することで初期投資と
運用維持費の双方の削減が可能となる。ま
た、設備配置を適正化して過剰な設備導入を
防ぐことも可能である。

また、別のアプローチとして、実現可能性
はまだ十分に検証されていないものの、大型
風力タービンへの依存を見直すことも一つの
選択肢である。小型風力タービンを一つの浮

図3　浮体式洋上風力発電所（ウィンドファーム）の構成要素

● 風力タービンの大型化に伴い、「タワー」は高くなり「ブレード」は長くなる傾向
● 風力タービンや浮体、係留システム（係留索やアンカーなど）、ケーブルは、波・風・潮流による揺れの影響を受ける

ウィンドファーム
浮体式

風力タービン

洋上変電所

支援インフラ

ダイナミック
エクスポートケーブル

ダイナミック
インターアレイケーブル

風力タービン

浮体

タワー

ブレード

ナセル

係留索
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港湾

※浮体式風力タービン（FWT：Floating Wind Turbine）：風力タービン、浮体、係留システム（係留索、アンカーなど）などで構成される、
1基単位の発電設備

※ナセル：ブレードの回転で得た風のエネルギーを電気に変換する主要機器（発電機、増速機、制御装置、センサー類など）を格納し
た装置

※ダイナミックインターアレイケーブル：風力タービン間を接続して送電するインターアレイケーブルを、浮体の動揺に追従できる柔
軟構造としたもの

※ダイナミックエクスポートケーブル：風力タービンから洋上変電所または陸上の送電網へ電力を送るエクスポートケーブルを、浮体
の動揺に追従できる柔軟構造としたもの

※ウィンドファーム（FOWF：Floating Offshore Wind Farm）：複数の浮体式風力タービン、ダイナミックインターアレイケーブル、洋
上変電所などで構成される、浮体式洋上風力発電所
出所）公開情報より作成
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Ⅱ	年間発電電力量の最大化に
	 向けたデジタル技術活用

本章では、収益性を左右する課題のうち、
AEPの最大化にかかわる課題に焦点を当て
る。主な発電損失の要因はウェイクおよび動
揺であり、これらの損失を予防・低減する取
り組みを紹介する。設計段階では、ウェイク
の影響を抑えるために風力タービンの最適配
置を行うKinewell Energy社、運用段階で
は、複数の風力タービンを最適に制御してウ
ェイク影響を最小化するWindESCo社、さら
に、動揺の影響を受ける風力タービンの安定
化制御を行うEquinor社の事例を取り上げる。

1	 Kinewell Energy社：
	 ウェイクの影響を低減する
	 風力タービンの最適配置

Kinewell Energy社（英国）は、洋上風力

留索やケーブルなどへの負荷が計画外停止の
原因になる。

発電損失や計画外停止をいかに防ぐかとい
う課題に対しては、風力タービンを安定化す
る制御を行って発電損失の防止につなげ、動
揺による疲労状態を推定して予知保全につな
げることが有効である。これにより、AEP
最大化とOPEX最小化が期待できる。

以上の課題を克服することで、AEP最大
化、CAPEXお よ びOPEXの 最 小 化 を 実 現
し、収益性を高めることが可能となる（図
4 ）。こうした課題に対し、欧州では2009年
以降、実証と技術進化を重ね、デジタル技術
を活用して収益性強化を図る取り組みが進め
られてきた。第Ⅱ章から第Ⅳ章ではこれらの
事例を取り上げ、収益性強化に向けた先行国
の取り組みを考察する。

図4　課題・対策と収益性強化の関係

課題 リスク（例） 対策（例） 収益性強化

ウェイクの
発生 発電損失

AEP
維持・拡大

CAPEX
削減

OPEX
削減

風力タービンの最適配置

風力タービン群の
最適化制御

建設・運用計画の最適化
（船舶代替手段の活用を含む）

ケーブルなど設備の
最適配置

風力タービン小型化
による量産

風力タービン安定化制御

設備の疲労推定と
予知保全

例）Kinewell Energy社

例） WindESCo社

例） JBA Consulting社、Ørsted社

例） Kinewell Energy社

例） Wind Catching Systems社

例） Equinor社

例） Principle Power社、
Stiesdal Offshore Technologies社

不効率な建設・運用計画
（初期投資・運用維持費の増加）

不要な設備導入
（初期投資の増加）

計画外停止
（修理費・更新費など
運用維持費の増加）

風力タービンの
大型化

動揺の発生

出所）公開情報より作成
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電損失は陸上で 5 ～15％程度だが、洋上では
大気が安定しているため20～30％を超える場
合もある注8。また、同社の運用データ分析
によると、建設前に推定されたウェイクによ
る発電損失は実際よりも小さく見積もられる
傾向が確認されている。

ウェイクの影響を抑え、発電効率を高める
ため、同社は既存の発電所に後付導入ができ
る 風 力 タ ー ビ ン 群 の 最 適 制 御 シ ス テ ム

「Swarm」を開発した。Swarmの中核は「ウ
ェイクステアリング」である。これは、発電
所の上流側にある風力タービンのナセル（風
の力を電気に変える装置）の向きを制御し、
風下側にできる乱流の影響を軽減する技術で
ある。具体的には、AIとウェイクモデルに
よる解析を経て最適なナセル角度を算出し、
分単位でデバイスへ指示を送る。その結果、
下流側の風力タービンにも適度でかつ十分な
風が当たり、発電量の低下を防ぐことができ
る。

さらに、複数の最適化機能を自動でリアル
タイムに並列実行することが可能である。こ
れらの機能には、通常運転時にナセルの向き
を微調整する機能、風向きデータに基づいて
全ナセルの向きを最適化する機能、全風力タ
ービンのデータから風向き変化を予測して全

における設備配置の最適化に強みを持つソフ
トウエア企業である。2023年に風力タービン
の最適配置を設計できる「KWOTA」の提
供を開始した。
「KWOTA」は、AIとウェイクモデル（後
流解析モデル）、独自の最適化アルゴリズム
を組み合わせ、ウェイクの影響を受けた風下
タービンの発電損失を最小化し、AEPを最大
化する最適配置を算出するものである。これ
まで計算に長時間を要していたが、高速演算
により複数シナリオを短時間で検討でき、設
計段階での迅速な意思決定を可能にする注7。
さらに、高コストとなる海域での建設回避や
過剰配置の防止など、CAPEXおよびOPEX
の最小化効果も期待できる。

KWOTAは、設計段階でウェイクによる
発電損失を定量的に比較し、最適な配置判断
を支援することでAEP最大化に寄与してい
る。

2	 WindESCo社：
	 ウェイクの影響を最小化する
	 風力タービン群の最適制御

WindESCo社（米国）は、風力タービンの
性能最適化に特化したソフトウエア企業であ
る。同社の分析によれば、ウェイクによる発

図5　WindESCo社の「Swarm」

運用中のタービンが受けるウェイク影響を低減して、AEPを向上させる

■浮体式風力タービン群 ■風力発電所のサーバー

●タービン測定値（エッジデバイスより）
● SCADAデータ（監視制御システムより）

●ウェイクステアリング　（中核機能）
●風車ごとの自動補正
●風車群全体の一括調整
●風向き変化を予測した先回り調整

1 ：解析（AIウェイクモデル）
2 ：安全性チェック

AEP
最大 3％向上

データ送信

風車群の最適化制御

出所）公開情報より作成
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3	 Equinor社：
	 動揺に対する風力タービンの
	 安定化制御

Equinor社（ノルウェー）は、石油・ガス
開発を中核に発展した国営石油会社を母体と
し、現在は洋上風力を重点分野とするエネル
ギー大手へと転換を進めている総合エネルギ
ー企業である。

浮体式洋上風力プロジェクト「Hywind」
シリーズは世界的に注目され、世界初の「Hy-
wind Scotland」や、「Hywind Tampen」を
運営している。

同社は、動揺の影響を受ける風力タービン
を安定化させる制御を行っている。従来の風
力タービン制御ソフトウエアは浮体特有の動
揺を誤って解釈し、かえって揺れを増幅させ
るため、浮体式風力タービンには対応できな
かった。そこで同社は、Hywind Scotlandプ
ロジェクトにおいて、既存の風力タービンに
後付導入ができる「アクティブモーションコ
ントロール」という動揺制御システムを開
発・導入した（図 6 ）。

同システムは、各風力タービンに設置され
たセンサーデータや、構造・荷重にかかわる

ナセルの向きを先回り調整する機能などが含
まれる（図 5 ）注9。

同社によれば、Swarmの導入でAEPは最
大 3 ％向上した。また、浮体構造物や風力発
電設備の認証に加え、技術支援やリスク評価
も行う国際的な民間の第三者機関DNV（ノ
ルウェー）の検証では、米国の陸上風力（10
基）の案件においてAEPが2.2％改善した。
さらに、通常運転時に風向きに合わせてナセ
ルの向きを微調整する制御を追加すること
で、合計2.7％の向上が確認されている注10。

なお、Swarmは風力タービンに設置する
デバイスとファイアウォール内のサーバーで
構成され、発電量や設備状態を遠隔監視する
SCADAデータ（商用タービンでほぼ標準装
備）とデバイス計測値を統合して解析するも
のであり、高コストなLiDARには依存しな
いことが特徴である。

風力タービンのメーカーに依存しない拡張
性と第三者評価を受けた事例という強みを持
ち、類似製品を上回る効果を示している。
Swarmは、ウェイクによる発電損失を抑制
し、AEP最大化に寄与している。

図6　Equinor社における風力タービンの安定化制御

風力タービンの安定化制御を行い、計画外停止の防止と発電損失の防止（AEP維持）につなげる

主な入力情報 制御内容 リスクの解消

センサー情報：
各風力タービンに設置されるセンサー
（ウィンドファーム全体で数十個）

構造・荷重にかかわるパラメーター：
● ブレードが受けるスラスト力
　（風の方向に押し戻される力）
● ピッチングとローリングの動き
● タワーや浮体が受ける曲げモーメント
（物体を曲げようとする力の大きさ）
● 材料疲労 など

①回転位置に応じて
各ブレード角度を周期的に調整

②風向きに対するナセル向きの
ズレに応じて

ブレード角度をリアルタイム調整 

発電損失の
防止

計画外停止の
防止

出所）公開情報より作成
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適配置する設計を支援するKinewell Energy
社、プロジェクト初期段階で建設・運用計画
の最適化を支援するJBA Consulting社、さら
に風力タービンの小型化を図るWind Catch-
ing Systems社の事例を紹介する。これらは
いずれもCAPEX最小化に直結するとともに、
後述するOPEX最小化にもつながっている。

1	 Kinewell Energy社：
	 ケーブルなど設備配置の最適化

第Ⅱ章で紹介したKinewell Energy社は、
インターアレイケーブル（風力タービン間や
風力タービンから洋上変電所を結ぶ送電ケー
ブル）の配置設計ツール「KLOC」が代表製
品である。AIと数理最適化アルゴリズムを
活用したソフトウエアで、2015年の提供開始
以来、Equinor社など世界の大手エネルギー
企業に導入されている。

同社によれば、インターアレイケーブルの
配置最適化はCAPEX最小化に直結する。設
備容量 1 GW規模の発電所では、インターア
レイケーブルの購入・敷設費用は約3.6億ドル
に達し、ケーブルCAPEXは総CAPEXの約11
％を占めると試算されている。KLOCを活用
すれば、ケーブル長や経路、ケーブル接続装
置の配置を最適化でき、ケーブルCAPEXを
約20％削減できると考えられている。たとえ
ば、総CAPEXを1000億円と仮定し、同社の
試算値（11％）を参考にケーブルCAPEX比
率を10～15％程度と仮定して計算すると、ケ
ーブルCAPEXは100億～150億円程度となる。
その20％削減により、20億～30億円を削減で
きる計算になる。

さらに設計段階でのケーブル配置最適化は、
OPEX最小化にも直結する。浮体式洋上風力

多くのパラメーターといった入力データを基
に、制御アルゴリズムが風力タービンの姿勢
を安定化させるものである。ブレード角度や
ナセルの向きをリアルタイムで最適化するこ
とで風力タービンの揺れを抑え、浮体を海底
につなぎとめる係留索にかかる力を軽減して
いる注11。

Hywind Scotlandプロジェクトは、執筆時
点で故障や保守による停止を除いた可用率

（発電可能な時間の比率：Availability）を公
開していない。一方、操業 5 年間で最大発電
能力に対する実際の発電量の比率である設備
利用率（Capacity Factor：容量係数）は54
％を達成している注12。一般的な新規洋上風
力の設備利用率は40～50％程度注13であるこ
とを踏まえると高水準である。

同社は、風向きに対して最適な姿勢を維持
する風力タービンの安定化制御により、発電
損失の低減によるAEP最大化に加え、計画
外停止の防止にも寄与させている。

以上に見たように、ウェイクや動揺による
発電損失への対策を行うことで、AEP最大
化につなげることができる。

Ⅲ	初期投資の最小化に向けた
	 デジタル技術活用

第Ⅰ章で整理した収益性低下を招く課題の
うち、本章ではCAPEXの最小化にかかわる
課題に焦点を当てる。それには、計画段階に
お け る 投 資 の 最 適 化 が 不 可 欠 で あ る。
CAPEXを増大させる主な要因の一つが、風
力タービンの大型化である。

大型化を踏まえ、ケーブルなどの設備を最
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スク管理を専門とするコンサルティング企業
である。洋上風力発電の建設・運用計画を最
適化するツール「ForeCoast Marine」を提
供している。搭載機能の「Design desk」
は、建設・運用計画における複数のシナリオ
をシミュレーションし、待機・やり直しの削
減、船舶稼働の平準化、工期短縮を支援す
る。その結果、最も収益性の高い建設・運用
計画を選択できる注15。

シミュレーションの入力情報には、風力ター
ビンやケーブルの配置計画、港湾情報、気象・
海象データ、作業の中断基準、作業船の能力
とコスト、技術者の配置とシフト情報などが
含まれる（図 7 ─ 1 ）。さらに、世界中の沖合
最大約444kmまでの 1 時間単位の気象・海象
データを無料で取り込むことができる注16。こ
の範囲は、沖合200海里（約370km）までの
EEZをほぼカバーする。

シミュレーションによって、財務・工期な
ど多面的な評価が可能になる。出力結果に
は、CAPEX・OPEX推定、財務リスク評価、
全体工期予測、風力タービンの可用率（Avail-

では、風・波・潮流による動揺でケーブル形
状や長さが変動し、係留索やアンカーなどと
の干渉リスクが生じやすい。KLOCはこうした
動的挙動をモデル化し、干渉を回避する設計
を支援することで、送電損失の低減と故障リ
スクの抑制を実現する。また、次節で紹介す
るJBA Consulting社の「ForeCoast Marine」
と統合することで、設置計画とコストシミュ
レーションを一体的に実行できる。JBA Con-
sulting社は、この統合により、建設段階で
運用維持費の約 3 分の 1 を削減できると試
算している注14。

Kinewell Energy社は、送電システム全体
の配置設計を行う「KDOTS」も展開してい
る。送電ルートや接続点の最適化により、送
電損失や設備コストを削減する。これらのソ
リューション群により、同社はCAPEX最小
化を支援している。

2	 JBA Consulting社：
	 建設・運用計画の最適化

JBA Consulting社（英国）は、環境・リ

図7─1　JBA Consulting社の「ForeCoast Marine」（ 「Design desk」機能）

● プロジェクト設計段階で、洋上風力や気象海象情報から建設運用戦略を比較検討し、CAPEXやOPEXなどをシミュレーショ
ンできる

● シミュレーションは、「キャンペーン」（プロジェクト全体）や、「作業別」「オペレーション別」にも実行可能である　

主
な
入
力
情
報

主
な
出
力
情
報

資産と港情報：
● 資産情報（例：タービン変電所、インターアレイケーブ
ルやエクスポートケーブルの数と位置、浮体式／着床式）

● 港情報（例：数と位置）

作業オペレーション情報：
● 作業内容（例：基礎設置、タービン設置、ケーブル敷設）
● オペレーション（例：期間）
● オペレーションを実行できる気象海象の閾値（例：有義
波高、風速、流速、方向）

リソース情報：
● 船舶情報（例：種類と数、移動速度、日額コスト、
　搭載輸送能力）
● 経路情報（例：港から現場、現場間）
● 技術者情報（例：人数、日額コスト、シフト情報）

気象海象情報：（例：時系列データ、予測データ）

CAPEXとそのリスク指標※

OPEXとそのリスク指標※

全体工期、
各作業ごとのオペレーション
所要時間とダウンタイム時間

風力タービン可用率
（availability）と収益

ダウンタイム時間とその要因
（天候、物流、技術的要因）

※ CAPEXやOPEXのリスク指標は、中央値、下位10％点（特に低い場合の値）、上位10％点（特に高い場合の値）が分かる
出所）公開情報より作成



117GX産業の切り札「浮体式洋上風力事業」

ン作業船の開発が進んでおり、大量の係留装
置や浮体を連続設置できる費用対効果の高い
作業船が求められている。こうした作業船の
運用計画にも同ソフトウエアが活用されてい
る注17。

3	 Wind Catching Systems社：
	 風力タービン小型化

Wind Catching Systems社（ノルウェー）
は、風力タービンの大型化から脱却する革新
的なアプローチを採用する技術開発企業であ
る。

同社が開発しているのは、巨大風力タービ
ンを単独で設置する従来方式ではなく、設備
容量 1 MWの小型風力タービンを一つの浮体

ability）予測、収益予測、ダウンタイム要因
分析などが含まれ、財務・物流リスクを定量
的に評価できる。

たとえば複数船舶を使用する場合、日当や
船舶費用を基に建設期間中のコスト・作業期
間・ダウンタイム要因を分析し、建設開始時
期によるコスト差や船舶の費用対効果を比較
できる。さらに、港湾での部品準備・事前組
立、現場での試運転やケーブル埋設といった
最終施工プロセスもシミュレーションし、建
設工程全体を高精度に最適化できる（図 7 ─
2 ）。
「ForeCoast Marine」は、英国の浮体式洋
上風力においてその有用性を示している。近
年、英国では浮体式洋上風力用のゼロカーボ

図7─2　JBA Consulting社「Design desk」のシミュレーション例

出所）JBA Consulting社資料より作成
https://www.jbaconsulting.com/wp-content/uploads/2024/09/ForeCoast_Marine_Info_Pack-Short-Print-nocrops.pdf

● 候補となる事業区域や資産船舶などの情報を入力し、複数のシミュレーションを高速比較できる
● シミュレーションの実行時間は標準 5～10分程度、複数シミュレーションの同時実行可能
● シミュレーションのテンプレートを複製し、入力内容（船舶の種類、港の位置など）を微修正

〈例：建設シナリオのシミュレーション〉
事前組立：港湾における、資産の準備や接続
設置後　：現場における、資産の完成シミュレーション（例：基礎の事前組立、設置、試運転）
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め、一部が停止しても全体の発電量への影響
は限定的である。大型風力タービンの交換に
はクレーン船が必要で作業も困難だが、小型
風力タービンは軽量で、エレベーターでアク
セスし小型船で陸上に運んで修理・交換でき
る。そのため、海上作業を最小限に抑えられ、
安全性と運用効率の両面で優位性を発揮する。

一方で、技術的な課題も残されている。た
とえば、複数の風力タービンを格子状に配置
すると振動（がたつき）が生じやすいことが
指摘されている。この点に対し、同社はブレ
ードとタワー間の距離を確保する設計で影響
を低減しようとしている。協業するARUP社
がさまざまな運転条件下で荷重や性能を検証
するシミュレーションモデルを開発中である。

こうした技術は、商業化に向けて着実に前
進している。2024年、設備容量40MWのシス
テム設計が、前述した国際的な第三者機関で
あるDNVから「原則承認」注18を取得した。
これは設計がDNV規定に適合し、重大な欠
陥や規則違反がないと第三者が確認したもの

上に格子状に複数設置する発電設備である
（図 8 ）。まだ商用化前の技術ではあるが、
大規模な建設ヤードや十分な水深を有する岸
壁、大型クレーン設備が整っていない港湾で
も導入が容易であり、建設コストの低減と供
給網の多様化に寄与する。

この方式は、建設コスト抑制において優位
性を有する。小型風力タービンはコンテナ輸
送を前提に設計され、大量生産が可能で、世
界各地での製造・輸送に対応できる。また、
必要な海域面積も従来の約20％に抑えられ、
海上作業の回数やケーブル・係留装置を減ら
すことでCAPEX最小化につながる。

さらに、小型化は結果としてAEP最大化
やOPEX最小化にも寄与する可能性がある。
風力タービンの数を追加すれば一つの浮体当
たり最大126MWまで拡張することができ、
AEPの向上につながる。

運用・保守の面でも利点がある。設備の耐
用年数は約50年とされ、長期運用が可能であ
る。複数の小型風力タービンで構成されるた

図8　Wind Catching Systems社の風力タービン小型化

出所） Wind Catching Systems社資料より作成
https://www.windcatching.com/technology

浮体に複数の小型タービンを搭載することで、標準化、出力容量の拡大とコスト削減を図る
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である。

以上に見たように、風力タービン大型化を
踏まえた建設・運用計画の最適化やケーブル
など設備の最適配置、風力タービン小型化に
よって、CAPEX最小化を実現し、OPEX最
小化にも寄与できる可能性がある。

Ⅳ	運用維持費の最小化に向けた
	 デジタル技術活用

第Ⅰ章で整理した収益性低下を招く課題の
うち、本章ではOPEXの最小化にかかわる課
題に焦点を当てる。

OPEXを増大させる主な要因は、故障など
の計画外停止に伴う修繕・設備更新費に加
え、保守作業に必要な船舶の利用費とそれに
伴う海上作業員・技術者の人件費である。

計画外停止を防止する対応では、近年、ド
ローンやAIによるブレード点検やSCADAデ
ータを活用した遠隔監視が普及している。し
かし、浮体式洋上風力では、動揺による構造
疲労の把握が依然として課題となっている。
この課題に対して有効なのがデジタルツイン
技術である。デジタルツインを利用すれば、
センサーなどから得られる実測データとシミ
ュレーションモデルを組み合わせて仮想空間
上で解析し、構造物の疲労状態を高頻度に再
現・更新できる。モデルを継続的に更新でき
るため、追加センサーを設置せずとも精度を
維持でき、低コストで長期的な健全性評価と
予知保全を可能にする。これにより、OPEX
最小化に直結する効果が期待される。

また、高額な船舶利用をいかに減らすかと
いう課題に対しては、第Ⅲ章で見た運用計画

の最適化に加え、ドローンなどの代替手段の
活用が有効である。

本章では、動揺に伴う浮体の疲労推定を行
うPrinciple Power社、タワーの疲労解析・
評 価 を 行 うStiesdal Offshore Technologies
社、重量物輸送ドローンによる保守物資輸送
を実証したØrsted社の事例を紹介する。

1	 Principle Power社：
	 浮体の疲労推定

Principle Power社（米国）は、浮体式洋
上風力の設計・エンジニアリングや技術ライ
センスを提供する国際的な企業である。同社
の「WindFloat」技術を用いた浮体基礎は、
世界各地の商用および商用化前プロジェクト
で導入されており、2030年までに約300基の
展開を目指している。

同社はデジタルツインを活用した浮体の疲
労推定にも取り組んでいる。2019年には米国
エネルギー省（DOE）の助成を受け、浮体式
洋上風力向けのデジタルツイン「DigiFloat」
の開発・実証に着手し、2023年に報告書を公
開した。その目的は、浮体の構造健全性を高
精度に常時監視し、予知保全に活用すること
である。

実証では、ポルトガル沖の「WindFloat 
Atlantic」プロジェクト（2020年商業運転開
始）の 1 基から得られる運用データを活用し
てデジタルツインを構築した。構造のひず
み、振動・動揺、波高・波向・表層流速など
のデータをセンサーや海象ブイで取得し、リ
アルタイムでモデルに反映して構造物への影
響を評価している注19。さらに3Dモデルによ
り、浮体部材の厚み変化や亀裂・損傷を長期
的に追跡できるようにした注20。
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ツインを構築した注22。タワーを高さ方向に
複数の断面に分割し、断面ごとに荷重を算出
して疲労状態を解析した。この手法は、追加
センサーを新設せず、標準センサーのデータ
で解析精度を確保している点に特徴がある。

タワー疲労の解析結果と実測値を比較した
ところ、誤差は10～15％に収まり、実用的な
有用性が確認された。今後、さらなる精度向
上を目指しており、浮体式洋上風力の長期的
な予知保全と計画外停止の防止によるOPEX
最小化が期待される。

3	 Ørsted社：
	 重量物輸送ドローンの活用

次に、構造監視ではなく、保守作業におけ
る船舶コストの削減に焦点を当てた事例を示
す。

高額な船舶コスト削減の観点から注目され
るのが、Ørsted社（デンマーク）によるド
ローン輸送である。同社は洋上風力で30年以
上の実績を有し、世界シェア約25％を占める
大手事業者である注23。

同社は2020年、オランダの大規模洋上風力
「Borssele」において重量物輸送用ドローン
（HLCD：Heavy Lift Cargo Drone）を導入
し、全94基の風力タービンへの貨物輸送に成
功した。

従来、ドローンは主に点検・監視に利用さ
れ、重量物輸送には不向きとされてきた。理
由は、重量物や長距離、垂直移動が伴う輸送
ではバッテリー消費が大きいためである。し
かし、同社は各風力タービンに設置する避
難・安全装置（重量最大100kg／個）を対象
にドローン輸送を実用化した。

その成果は顕著である。洋上の船舶から風

構造解析には、Akselos社のシミュレーシ
ョンソフトを採用している。同一構造物を異
なる条件で繰り返し解析する際に特に有効な
ため、従来手法と比べて最大1000倍の高速化
を実現しつつ、精度も保証されている注21。

このようなデジタルツインは、浮体の構造
疲労を高頻度で推定し、点検・交換時期を適
切にするなど、保守・運用計画を最適化する
ことができる。初期投資が通常より高くなる
場合もあるが、長期監視が求められる場合に
は解析高速化によるOPEX最小化が期待でき
る。

2	 Stiesdal Offshore Technologies社：
	 タワー疲労の解析・評価

タワーの疲労解析と評価に取り組むのが、
再エネ技術を手がけるStiesdal社の子会社
Stiesdal Offshore Technologies社（デンマー
ク）である。

同社は、ノルウェー沖の「TetraSpar」実
証プロジェクト（2021年運転開始）で、浮体
実証機の設計・開発を主導した。さらに、米
国国立再生可能エネルギー研究所（NREL）
と共同でタワー部分のデジタルツインを構築
し、動揺の影響を受けるタワーの疲労解析の
有用性を検証している。

タワーは浮体上部に設置され、ナセルやブ
レードを支える支持構造であり、その挙動や
荷重は浮体に大きな影響を与える。このた
め、風・波・潮流による動的荷重を考慮した
疲労解析は、長期運転の信頼性確保に不可欠
である。

研究では、従来の風力タービンで標準的に
取得されるデータに加え、浮体基礎で活用が
想定されるセンサーデータを用いてデジタル
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よる設備の疲労把握を行うこと、船舶の代替
手段を活用することは、OPEX最小化に直結
する可能性がある。

Ⅴ	日本企業による
	 浮体式洋上風力事業への挑戦

1	 浮体式洋上風力事業に活用される
	 デジタル技術

浮体式洋上風力事業の収益性を低下させる
主な要因として、ウェイク、風力タービンの
大型化、動揺という 3 つの課題とその解決

力タービンまでの輸送時間は 、1 基当たり約
6 時間から約 4 分に短縮された。風力タービ
ン間の船舶移動や、装置類が入った箱を風力
タービン上部まで吊り上げるクレーン作業が
不要になった。その結果、同社は、輸送作業
全体を従来比10～15倍の速さで完了できたと
評価している注24。この事例は着床式洋上風
力で実証されたが、浮体式においても輸送コ
スト削減と作業リスク低減に直結する技術と
して適用可能である。

以上から、予知保全に活かすために動揺に

表1　収益性向上に向けたデジタル技術の活用（例）

狙い 課題 対策 海外事例 活用されるデジタル技術（公開情報）

AEP
拡大

ウェイク ウェイク影響を低減する
風力タービンの最適配置

Kinewell Energy社の
「KWOTA」

AI、ウェイクモデル（後流解析モデル）、高度な数
学（数理最適化アルゴリズムを含む）、独自アルゴ
リズム

ウェイク ウェイク影響を低減する
風力タービン群の最適化制御 WindESCo社の「Swarm」 AI、ウェイクモデル、風車群の最適化アルゴリズム

動揺 風力タービンの安定化制御 Equinor社の
「Active Motion Control」

モーションセンサー、動揺制御アルゴリズム（Active 
Motion Control／AYIC） 

CAPEX
削減

大型化 建設計画の最適化 JBA Consulting社の
「ForeCoast Marine」 建設計画のシミュレーションモデル

大型化 インターアレイケーブルの
配置最適化

Kinewell Energy社の
「KLOC」

AI、進化的アルゴリズム：Evolutionary Algorithm
（数理最適化アルゴリズムの一種）

大型化 送電システムの配置最適化 Kinewell Energy社の
「KDOTS」 AI、高度な数学

大型化 風力タービン小型化による量産 Wind Catching Systems社 浮体荷重と性能評価のシミュレーションモデル

OPEX
削減

大型化 運用計画の最適化 JBA Consulting社の
「ForeCoast Marine」 運用計画のシミュレーションモデル

大型化 重量物輸送用ドローンによる
船舶の代替輸送　 Ørsted社 重量物輸送用ドローン（HLCD：Heavy Lift Cargo 

Drone）

動揺 係留とケーブルの干渉回避 Kinewell Energy社の
「KLOC」 係留干渉のシミュレーションモデル

動揺 浮体の疲労推定 Principle Power社 
計測センサー（ひずみ計加速度計など）、海象計測
ブイ、デジタルツイン、RB-FEAモデル、物理ベー
スのシミュレーションモデル

動揺 タワーの疲労解析評価 Stiesdal Offshore 
Technologies社×NREL 

計測センサー（傾斜センサーやGPSセンサーなど）、
デジタルツイン、数値シミュレーションモデル
（OpenFASTなど）

出所）公開情報より作成
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する浮体式洋上風力技術研究組合（FLOW-
RA）が設立された。コスト削減や商業化加
速を目指し、欧米の研究開発・認証機関とも
技術協力の覚書を締結した注26。さらに2025
年 1 月には、海上工事や海洋鋼構造物に強み
を持つ企業が参画する浮体式洋上風力建設シ
ステム技術研究組合（FLOWCON）が設立
され、浮体式洋上風力の大量導入を見据えた
建設システムの確立を目指している。

これらの民間主導の動きを踏まえ、2025年
8 月には、国と産業界の合意に基づく「洋上
風力産業ビジョン（第 2 次）」が公表され
た。2040年までに15GW以上の浮体式洋上風
力案件の形成を目標とし、造船、素材、製
造、海洋土木、維持管理など日本の技術的強
みを再確認している。インフレなどの事業環
境を踏まえ、コスト低減と技術開発の方向性
を示した官民連携の指針となっている。

加えて、商業案件も具体化しつつある。
2025年 4 月には、民間企業が開発を進めた響
灘沖（ 1 基 3 MW、バージ型）で、実証を経
た発電設備が商業運転を開始した。続いて
2026年 1 月には、民間企業が開発を進める長
崎県五島市沖（ 8 基16.8MW、スパー型）の
ウィンドファームが商業運転を開始する予定
である（図 9 ）。

（2）	 中長期的な日本企業の
	 競争力確保に向けて

浮体式洋上風力は、着床式では設置が困難
な海域での導入を可能にし、将来的な拡大余
地が大きい。この分野では、欧州を中心に洋
上風力（浮体式を含む）向けのサプライチェ
ーン強化や港湾インフラの整備が進みつつあ
る。日本企業が後発となれば、事業参入コス

手法について検討してきた。さらに、デジタ
ル技術を活用して課題解決に取り組む先行事
例を紹介した。

それぞれの事例による実績や実証結果から
も、デジタル技術の活用は、浮体式洋上風力
事業の収益性向上に有効なアプローチである
ことを確認できる（表 1 ）。

2	 日本企業の挑戦：
	 早期参入と収益性強化
（1）	 浮体式の商業化を見据えた取り組み

日本の洋上風力（着床式・浮体式合計）の
設備容量は、2024年末時点でわずか253.4MW
にとどまっている注25。

このように導入が限定的な状況の下で、
2020年代に入り、国土交通省や経済産業省な
どを中心に設置された複数の審議会で、有識
者や関係団体を交えて浮体式洋上風力の商業
化に向けた議論が進んでいる。その内容は、
海上施工や港湾インフラのあり方、技術検証
を行うための海上実証サイトの整備、海域占
用期間を現行の30年から延長すること、産業
競争力強化に向けた取り組みなど、多岐にわ
たる。

一方、産業界でも動きが加速している。
2024年 3 月には、電力会社や商社などが参画

図9　建設ヤードに横たわる五島市沖用の浮体

出所）NRI（2025/ 3 / 1時点撮影）
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分野は海外メーカーが主導しているが、サイ
バー侵入やデータ流出といったリスクも考え
られる。日本企業は協業や独自開発を通じて
設計・制御技術の知見を深め、制御・データ
管理の信頼性を高めることが求められる。

浮体式洋上風力は、日本の脱炭素化、経済
成長、エネルギーの安定供給を同時に実現し
得る分野である。政府としても「経済成長戦
略」の中核として位置づけ、港湾・施工イン
フラ整備と並行して、発電量の最大化とコス
ト最小化に資するデジタル技術の実証や人材
育成を推進することで、産業競争力の強化を
図ることが重要である。

注

1	 設備利用率（Capacity Factor：容量係数）を40
％で試算した

	 ・設備容量（45GW）の年間発電量：
	 設備容量×年間稼働時間×設備利用率
	 ＝45,000,000kW×8,760時間×0.4
	 ＝157,680,000,000kWh
	 ・�発電量ベースの供給可能世帯数（世帯換算）：
	 年間発電÷世帯当たりの年間電力消費量
	 ＝157,680,000,000kWh÷3,911kWh≒ 約4032万 世

帯
	 ※3,911kWは以下を使用。環境省「令和 5 年度 

家庭部門のCO2排出実態統計調査結果について
（確報値）」（2025/ 6 ）

	 https://www.env.go.jp/content/000323408.pdf
2	 「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る

海域の利用の促進に関する法律」が改正され、
「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に関す
る法律」に改称された。この改正により、EEZ
での洋上風力発電設備の設置が可能になった

3	 国土交通省「浮体式洋上風力発電を巡る最近の
動向について」（2025/ 3 / 7 ）

	 https://www.mlit.go.jp/kowan/content/001869 
863.pdf

トの増大や技術獲得の機会を逸するリスクが
高い。

したがって、日本企業は事業基盤が十分に
整っていない現段階でも、浮体式洋上風力事
業に積極的に参入することが求められる。ま
ずは、発電量の最大化とコスト最小化（AEP
最大化／CAPEX・OPEX最小化）に向けた
要素技術の開発に注力する必要がある。

要素技術の開発に当たっては、自社の強み
が発揮できる領域を選択的に深化させること
が重要である。たとえば、海外事例で見たよ
うに、AEP最大化に向けた浮体の動揺制御
やウェイクによる発電損失の低減、CAPEX
およびOPEXの最小化に向けた建設・運用計
画や設備配置の最適化、設備の疲労推定など
が挙げられる。これらの技術を組み合わせ、
設計から運用までを支えるデジタルソリュー
ションとして体系化し、事業に組み込むこと
で、収益性を持続的に高めることが可能とな
る。

また、2030年代の市場拡大を見据え、国内
外での実証や小規模案件に早期に参入し、設
計から保守までの経験を蓄積することも重要
である。これにより、将来の大型案件におけ
る設計力・交渉力・投資判断力を高めること
ができる。さらに、海外との共同実証や人
材・サプライチェーン連携を通じて国際的知
見を取り込み、自国市場の発展に活かすこと
が重要である。

欧州の北海地域にある先行諸国では、石
油・ガス開発を通じて浮体や係留技術を発展
させてきた。一方で、日本は造船、海洋土
木、電力インフラなど既存産業との親和性を
活かし、浮体基礎、係留、送電分野で競争力
を発揮することが可能である。風力タービン
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ば、ブレードが 3 枚ある場合、上側を通過する
ブレードは風の力を弱め、下側を通過するブレ
ードは風の力を強める角度にし、回転の中央付
近では、風を最も効率よく受ける角度を保つ。
さらに、風向きに対するナセル向きのズレを計
測し、各ブレードの角度をリアルタイムに個別
調整する

12	 Equinor ASA “Equinor marks 5 years of opera-
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13	 International Energy Agency “Offshore Wind 
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ている
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4	 Ocean Winds “WindFloat Atlantic”（2025/ 5 ）
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6	 経済産業省・内閣府・国土交通省・環境省「『海
洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海
域の利用の促進に関する法律の一部を改正する
法律案』が閣議決定されました」（2025/ 3 /26）
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0307001/20250307001.html
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	 https://kinewell.co.uk/british-cleantech-goes-

big-in-japan/
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	 エッジデバイス「Swarm Edge」は、ユーザー
が変更できるプログラムで機械の動作制御がで
きるPLC（プログラマブルロジックコントロー
ラ）を内蔵している

11	 Equinor ASA “Is this the smartest wind turbine 
yet? Meet the brains behind the brain of 
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約111kmのため最大約444km沖合まで）をカバ
ーし、約30kmメッシュでデータを提供する。

「Design desk」は、それ以外にもユーザーの観
測データ、市販の流体海洋データセットもアッ
プロード可能

17	 ゼロカーボン船舶の開発プロジェクトは、英国
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	 デジタルツインのインプットデータは、従来タ
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